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〔
省

令
〕

〇
法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出

張
所
設
置
規
則
及
び
登
記
事
務
委
任
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
法
務
一
）

〔
告

示
〕

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
二
二
九
〜
二
四
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
二
四
六
〜
二
四
九
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
二
五
〇
〜
二
五
五
）

〇
種
苗
法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
品
種
登
録
し
た
件
（
同
二
五
六
）

〔
人
事
異
動
〕

防
衛
省

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁第

三
者
所
有
物
の
没
収
、
基
本
測
量
関
係

事
項
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
製
品
評
価
技
術
基
盤
機
構

計
量
法
第
百
四
十
六
条
に
お
い
て
準
用
す

る
同
法
第
六
十
六
条
の
規
定
に
基
づ
く
登

録
の
失
効
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
公
示
送

達
、
厚
生
年
金
基
金
清
算
結
了
・
清
算
人

退
任
関
係

地
方
公
共
団
体

行
旅
死
亡
人
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〇
法
務
省
令
第
一
号

法
務
省
設
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
九
十
三
号
）
第
十
九
条
第
二
項
及
び
第
二
十
条
第
二
項
並
び
に
商
業
登
記
法

（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
二
十
五
号
）
第
二
条
（
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に

基
づ
き
、
法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則
及
び
登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
一
月
三
十
日

法
務
大
臣

上
川

陽
子

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則
及
び
登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

第
一
条

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則
（
平
成
十
三
年
法
務
省
令
第
十
二
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規

定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
で
改

正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
る
。
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